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公衆衛生モニタリング・レポート

「高齢者における健康の社会格差」

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会※

. はじめに

社会経済的要因やその他の社会的要因が人々の

健康に与える影響についての知見が増加しており，

その理解と対応が求められている。世界保健機関

（WHO）も，健康の社会的決定要因についての研
究と提言1～3)をとりまとめ，健康の社会格差の是正

に向けての対策を求めている。

他の世代と比べた時，高齢期には，次のような特

徴が見られる。◯加齢と共に身体的機能の低下が進

み，心理的・社会的な健康の重要性が他世代に増し

て高くなる。◯ライフコースの諸段階における身

体・心理・社会的な要因の影響が蓄積されてくるた

めに，高齢者内部で健康の格差が拡大する。◯行動

範囲が狭くなるのに伴って生活圏域の環境の影響を

より強く受けるようになる。したがって高齢者にお

いても，社会経済状態やその他の社会的決定要因が

健康の格差が生じている可能性がある。特に，高齢

者では，健康格差を生み出す要因やプロセスが複雑

に絡み合ってくると考えられ，他世代と比べて，保

健医療福祉のさまざまな要因に着目した健康の社会

格差の理解と対策が必要になると思われる。

日本には，国民皆年金・皆（医療・介護）保険な

ど，高齢者に対する社会保障制度が整備されてお

り，高齢者の健康や医療アクセスにおける社会格差

は他国に比べ小さいとも考えられる。しかし日本に

おける実証研究はまだ少なく，高齢者の健康の社会

格差の実態は十分明確になっていない。高齢者に多

い生活保護世帯の割合が増加傾向にあること，高齢

者世帯の所得格差は社会保障給付などの所得再分配

によって小さくなるものの，一般世帯と比べてなお

大きいこと（内閣府平成20年国民生活白書）を考慮
すると，高齢者の健康の社会経済的あるいは他の社

会的要因による格差を把握し，これに対する今後の

行政施策を含む公衆衛生活動のあり方を検討するこ

とは重要と考えられる。

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポー

ト委員会の「健康の社会的決定要因」ワーキンググ

ループ内に設けられた高齢者サブワーキンググルー

プでは，わが国における高齢者の社会経済状態によ

る健康の格差についてのこれまでの研究成果をレビ

ューし，また2010年 9月28日には会合を持ち高齢者
の健康の社会格差に関する意見交換を行い，その後

も継続して討議を行った。このレポートでは，これ

らの活動に基づき，わが国の高齢者の社会格差の現

状を分析し，その対策のために行政および学会がな

すべきことについて報告する。

. 高齢者における健康の社会格差の研究と施策

の現状

1) 海外における研究および施策の現状

冒頭に述べたように，WHOは，「健康の社会的
決定要因」に関する先行研究と提言を1998年1)にま

とめ，2003年には改訂版2)を出し，2005年には「健
康の社会的決定要因（social determinants of health,
SDH）」委員会を設置し，2008年に最終報告書3)を

まとめている。それを受けて2009年のWHO総会
では，加盟諸国に，健康の社会的決定要因（social
determinants of health, SDH）に着目し，健康格差
の是正に向けた取り組みを進めることを勧告する決

議4)を行っている。その中で，出生時から高齢期に

至るライフコースの全てのステージにおける生活

条件の改善，健康格差を生み出す社会格差そのも

のの是正，健康格差の測定と諸政策の健康へのイン

パクト・アセスメント（Health Impact Assessment,
HIA））を推進することが勧告されている。
国レベルでも，イギリス5)，スウェーデン6)，韓

国などでは，政府として健康格差是正の数値目標を

掲げ，公衆衛生法の改正などを行い，米国でも国立

研究機関が医療格差報告書7)を出すなどの取り組み

を進めている。海外で，上記のような取り組みが進
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んだ背景には，社会階層が高い者に比べ低い者が不

健康という「健康格差」が数多く観察され，医療へ

のアクセスが不良で，死亡も高く，その経路に健康

の社会的決定要因が関与しているという研究の膨大

な蓄積がある。

しかし海外でも高齢期に特化した報告は少ない。

またこれに対する行政施策も，国民全体における健

康格差の対策の中に位置づけられている。

2) 日本における研究の現状

日本においても健康格差や健康の社会的決定要因

の重要性に関する研究がなされてきた8,9)。しかし

高齢者における社会経済的要因と健康に関する研究

はまだ多くない。本ワーキンググループでは，以下

の検索語を用いて，日本の高齢者における社会経済

的要因と健康に関する研究を文献データベース

（PubMedおよび医学中央雑誌）から収集した
（elderly OR older people) AND (health disparity OR
health inequality OR socioeconomic factor) AND
Japan，および高齢者 AND（健康格差 OR健康不
平等 OR社会経済的要因）AND日本。検索された
論文の抄録を読み，本テーマに関連すると思われた

ものを選択したところ，英文 5本，和文 9本であっ
た。多くは地域相関研究または個人レベルの横断研

究であり，コホート研究は少なかった。

これらの文献では，わが国の高齢者において，社

会経済状態により，死亡および主要疾患（がん，脳

卒中10)，高血圧10)など），要介護状態やそれをもた

らす介護リスク（転倒・低栄養・口腔機能など），

主観的健康感，抑うつ11)など心理的健康，社会的健

康（閉じこもり，社会参加，社会的サポート，虐待

など）において差異があることが報告されてい

た12,13)。さらにジニ係数などによって評価された地

域の社会経済格差も，旧村など小地域14)や都道府県

単位15)の解析で，高齢者の健康指標の低さとの関連

することが報告されていた。これらの研究から，わ

が国の高齢者においても社会経済状態により，健康

に格差があることが明らかとなった。

また社会経済状態により，高齢者の健康診断の受

診や医療へのアクセスに格差があることも報告され

ていた10)。国民皆保険制度のもとでも，低所得の高

齢者においては受診抑制が生じている可能性がある。

一方，信頼や相互扶助などの地域特性である社会

関係資本（ソーシャルキャピタル)16～18)が，高齢者

の健康と関連することも報告されていた。

. 今後の課題

以上のように，高齢者の健康の社会経済的格差に

ついては，国内においてその研究が蓄積されてきて

おり，わが国の高齢者に対する保健医療福祉におい

て社会経済的な要因を考慮する必要があると考えら

れる。特に，健康の社会格差の実態把握のために，

◯社会経済状態による健康格差のモニタリングが必

要である。また◯さまざまな社会・健康政策が高齢

者の健康に与える影響の事前評価システム（健康イ

ンパクト・アセスメント）を導入すべきである。さ

らに◯高齢者の健康の社会的決定要因に関わる研究

を推進し，社会経済的要因が健康に及ぼす影響の経

路やメカニズムの解明，◯すべての世代が社会参加

できる社会づくりなどが必要である。

1) 高齢者の健康の社会格差のモニタリングの必

要性

社会保障制度が整備されている日本では，高齢者

の社会経済格差およびこれによる健康の社会格差

は，ある程度緩和されていると推測される。しかし

低所得の高齢者など特定の群では，社会経済状態に

よる不利により健康格差が生じている可能性が高

い。高齢者において所得別に死亡，疾病罹患，

ADLなどの健康指標や医療アクセスに差が生じて
いないか定期的にモニタリングできる体制をつくる

べきである。これは全世代の国民の健康の社会格差

のモニタリングに含まれるべきである。また，

WHOが勧告しているように，健康指標だけでな
く，それらに影響を及ぼしている健康の社会的決定

要因についてもモニタリングの対象とすべきである。

2) 社会政策・健康政策の健康への影響評価（健

康インパクト・アセスメント）

健康問題をもつ高齢者は多く，保健医療福祉制度

の改革によって高齢者の健康は直接に影響を受ける

可能性がある。健康政策の制度設計，導入にあたっ

ては，高齢者の健康への影響が事前にアセスメント

され，考慮される必要がある。これはWHOも健
康の社会格差の改善のために推奨していることであ

る19～21)。例えば，現在検討されている後期高齢者

医療制度の廃止と新しい制度の導入にあたって，高

齢者，特に低所得高齢者の健康や医療アクセスにど

のような影響が想定されるかのアセスメントがなさ

れるべきである。また新制度の導入後には，低所得

高齢者の受診抑制が起きていないかなどのモニタリ

ングが必要である。また健康政策以外の社会政策の

変更や新規導入，例えば生活保護の高齢者加算廃止

などによっても，高齢者の健康が影響を受ける可能

性があり，健康への影響評価が求められる。社会政

策の健康へのインパクト・アセスメントは，日本で
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はほとんど実施されておらず，人材養成や方法論の

普及，経験の蓄積が必要である21)。

3) 研究の推進

世界中で高齢化が進み，日本はすでに世界一の長

寿国であることを考えると，高齢期における健康の

社会格差の研究，さらに広く健康の社会的決定要因

の研究は，日本が寄与すべき学術領域の一つと考え

られる。高齢者においては，若年・壮年期に比べ，

格差が大きくなる側面だけでなく，健康な者が生き

残っているために生じる選択バイアス（またはサバ

イバー効果）がある。そのため高齢期を含むライフ

コースに沿って，加齢に伴う社会的決定要因の健康

影響の大きさを検討できるような個人レベルの縦断

的研究が求められる。また地域環境の影響も考慮し

た分析のためには，個人レベルの要因をコントロー

ルした上で地域レベルの要因の関連を検討できるマ

ルチレベル分析が可能な大規模なデータベースの整

備が期待される。

さらに，本レポートで取り上げた社会経済状態以

外にも，高齢者の健康に影響する可能性のある社会

的決定要因は多数ある。例えば交通手段が確保でき

るかどうかにより，高齢者が保健医療福祉サービス

へのアクセスが異なったり，老人クラブなどの社会

参加の機会にも影響が生じる。こうした多様な社会

的決定要因についての公衆衛生学的な研究が必要で

ある。

このような研究に用いるデータベースを構築する

際に必要なデータが行政にはすでに多数収集されて

いる。しかし，個人情報保護などを理由に市町村

（保険者）などからのデータ入手が困難な現状があ

る。学術調査に対する理解と協力を得られる環境づ

くりも，質の高い研究を推進する上での課題である。

4) すべての世代と階層の人々が社会参加できる

社会づくり

これまでの研究では，高齢者の社会参加は望まし

い健康状態と関連しており，特に心理的健康や生活

の質に大きな影響がある22)。高齢者の社会参加は，

高齢者の置かれた環境によって影響を受け，その範

囲は所得のみならず，移動交通手段，健康な食品，

就労，情報，医療介護サービス，社会的サポートな

ど多面に及ぶ。高齢者に社会的役割を担ってもら

い，自身がより健康で幸福な生活を送れると同時

に，他の住民の社会参加と健康を支援する豊な社会

環境づくりにも貢献してもらうことができる。これ

は高齢者だけの問題ではなく，全世代を通じた，か

つ世代間の課題とも言える。年齢や社会階層に関わ

らず，すべての人が社会参加できる社会づくりの実

現が，高齢者の健康増進と社会格差の緩和につなが

ると期待される。これは，多様な人々が受け入れら

れる共生社会あるいは社会的包摂（ソーシャルイン

クルージョン）の実現とも一致するところである。

. 国への提言

これまでの研究から明らかになった，高齢者にお

ける健康の社会格差に関する科学的根拠と専門家に

よる討議の結果に基づき，国に対し以下のことを提

言する。

1) 既存データベースを活用した高齢者の健康の

社会格差のモニタリングの実施

現在すでに利用可能な情報をデータベースとして

整備し利用しやすくすることで，高齢者の健康の社

会的決定要因や健康・医療アクセスによる格差につ

いて地域別，社会階層別の，かつ経年的なモニタリ

ングや分析を実施することを提言する。保険者の持

つ介護保険に関するデータを個人情報に配慮して匿

名化しつつ追跡可能な IDをもつデータベースとし
て整備し，この IDを用いて介護保険以外の健康関
連データベース（健康診断情報，診療報酬情報，人

口動態調査など）と結合し利用できるようにするこ

とも有効である。このようなデータベースを構築す

る際に，市町村（保険者）などからのデータ入手が

困難な現状があるので，厚生労働省から関係機関に

対し「個人情報保護法に照らしても，研究倫理審査

を経た適切な政策評価研究のために，匿名化した後

に研究者にデータ提供することは差し支えない」旨

の通達を出すこと。モニタリング用データベース

は，学会や研究者が活用できるように公開するとと

もに，こうしたモニタリングの実施とこれに基づく

現状分析，リスクアセスメントを行う組織の設置が

必要である。

2) 高齢者に関わる社会政策の健康インパクト・

アセスメントの実施

高齢者に関わる社会政策の全てにわたって高齢者

の健康へのインパクト・アセスメントやその影響の

モニタリングを行うことを提言する。例えば，後期

高齢者医療制度（長寿医療制度）の廃止や新制度の

導入，生活保護の高齢者加算の廃止など，高齢者の

健康への影響が予想される政策について，特に低所

得の高齢者の健康に与える影響を事前に評価し，ま

た事後にはモニタリングし，必要に応じて社会保障

制度の見直しにつなげる体制を整備することが必要

である。
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3) 高齢者の健康の社会的決定要因に関する研究

基盤の整備

公衆衛生学を含む関連学術分野を結集し，広い意

味での高齢者の健康の社会的決定要因に関する学際

的学術領域を創成し，大規模な長期縦断研究プロジ

ェクトを行い科学的知識基盤の構築，人材養成をは

かることを提言する。保険者や関係機関，国民に対

し健康の社会的決定要因に関する理解と周知を図る

ことなども質の高いデータ蓄積のために必要と考え

られる。

4) 年齢にかかわらず社会参加できる社会づくり

を目標にすること

高齢者の well-being（幸福・健康）を高めるため
にも，支援される対象としてだけ捉えるのでは

なく，年齢にかかわらず社会に参加（ageless social
participation）し役割を担う存在として考え，これ
を支援する必要がある。高齢者も含め，年齢にかか

わらず社会に参加できることを目標とした，社会

づくり，地域づくりを行い，これを通して包摂的

（inclusive）な社会を目指すために，あらゆる政策，
計画等をすべての世代が社会参加できること配慮し

たものとすることを提言する。

. 日本公衆衛生学会の役割

高齢化が進むわが国において高齢者の健康は公衆

衛生上の重要な課題である。高齢者期における健康

の社会格差の特徴，研究成果に基づき，日本公衆衛

生学会は，高齢者における健康の社会格差改善に向

けて行動すべきである。この取り組みには，全世代

を通じた健康の社会格差への対応の中で取り組まれ

るべきことと，高齢者に特化して考慮すべきことと

が含まれる。

1) 学会として，学会内外に対し，あらゆる機会

を活用して健康の社会的決定要因の重要性を周知す

ると共に，そのモニタリングに必要な措置を講じる

こと。

高齢者の保健・医療・福祉における所得，アクセ

ス，社会参加などの社会的決定要因による格差につ

いて，学会員に対して積極的な情報提供を行い，公

衆衛生専門職が日常の活動の中でこれらの問題を認

識し，モニタリングできる環境を整備すること。例

えば，社会階層間，地域間，あるいは世代間の格差

や健康の社会的決定要因に関するモニタリングと比

較が可能となるよう，調査時に入れるべき健康の社

会的決定要因に関する質問項目などに関するガイド

ラインを策定すること。自治体の医療計画や介護保

険事業計画などに健康の社会的決定要因の視点を入

れるよう働きかけること。

2) 社会保障制度改革など高齢者の健康に影響し

うる重要な政策について，導入前に健康インパク

ト・アセスメントを行うように政府に働きかけ，そ

の影響をモニタリングするために必要な手立てを提

言するとともに，その実施を担える人材養成や方法

論，データベースの基盤整備などの支援をすること。

3) 高齢者を含めた健康の社会格差やより広く

「健康の社会的決定要因」に関する知見が集積され，

周知される仕組みを拡充すること。例えば，学術総

会での分科会として位置づける，学会企画などで取

り上げる，あるいは研究・文献データベースを整備

すること。また他の学術団体と協力し，科学研究費

補助金などの研究助成において学際的な研究対象・

領域として「健康の社会的決定要因」や社会格差，

老年学，長寿科学などを位置づけること，大規模な

長期縦断研究プロジェクトを行える準備を進めるこ

と，学際的なシンポジウムや書籍の企画などを通じ

て，学際的な知見や方法論の集積を図るなどの研究

推進策を講じること。

4) すべての世代と階層の人々が社会参加できる

社会づくりのために，健康の社会的決定要因を考慮

に入れた公衆衛生専門職の人材育成を進め，効果的

なサービスを提供を支援すること。例えば，日本公

衆衛生学会公衆衛生専門家の研修要件に入れ，日本

公衆衛生学会教育・生涯学習委員会において，健康

の社会的決定要因や社会的不利を考慮した訪問指導

など先駆的な取り組みについて教育研修を通じて普

及すること。

「健康の社会的決定要因」ワーキンググループ高齢者サブ

ワーキンググループのメンバーは以下の通りである。近

藤克則*（日本福祉大学），川上憲人*（東京大学大学院医
学系研究科），橋本英樹*（東京大学大学院医学系研究
科），安村誠司*（福島県立医科大学），桜井桂子（東京大
学大学院医学系研究科）。

*は本レポートの作成に主に関わった者を示す。
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